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長崎市高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画の策定について 

 

１ 概要 

老人福祉法に基づく「市町村老人福祉計画」及び介護保険法に基づく「市町村介護保険事業計画」を、「長崎市高齢者保健福祉計画・介護保険事業

計画」として一体的に策定する。計画期間（第９期）は令和６年度から令和８年度までの３年間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 趣旨 

高齢者が可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び生

活支援が包括的に確保される「地域包括ケアシステム」を深化・推進するとともに、制度の持続可能性を維持するために地域の課題を分析してサー

ビス提供体制等を構築することや、高齢者になるべく要介護状態とならずに自立した生活を送っていただくための取組みをすすめることが重要と

なっている状況を踏まえ、「長崎市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」を策定する。 

なお、計画の策定にあたっては、高齢者の福祉に関する事項を調査審議する「長崎市社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会」において審議を行っ

ている。 

 

３ 国の基本指針における基本的な考え方及び見直しのポイント 
 

（１） 基本的な考え方  ア 次期計画期間中には、団塊の世代が全員 75 歳以上となる 2025 年（令和７年）を迎えることになる。 

イ 高齢者人口がピークを迎える 2040 年（令和 22 年）を見通すと、85歳以上人口が急増し、要介護高齢者が 

増加する一方、生産年齢人口が急減することが見込まれている。 

  （２）見直しのポイント ア 介護サービス基盤の計画的な整備  イ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

              ウ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

介護保険 

事業計画 

老
高齢者保健福祉計画 

 

➢  地域包括ケアシステムの深化・推進  ➢  介護保険対象外サービス・事業の整備 

➢  高齢者保健福祉サービスの全体調整 等 

➢  介護保険対象サービスの量の見込み  ➢  介護保険対象サービスの確保のための方策 

➢  介護保険事業の円滑な実施のための体制づくり 等 
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※ 赤枠及び赤下線の項目には、第９期介護保険事業計画における新たな取組み等が含まれる。 

４ 高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画の体系図（案）  
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５ 計画策定スケジュール（令和５年度） 
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長崎市第５期障害者基本計画の策定について 

 

１ 概要 

ア 策定の概要 

障害者基本計画は、障害者基本法第 11 条第３項の規定に基づき、国及び県の計画を基本とし、障害者の状況等を踏まえて策定することとされて

おり、多分野において、障害者施策全般に係るそれぞれの方向性を示す「長崎市障害者基本計画」の次期計画（計画期間：令和６年度～令和 10 年

度）を策定する。 

 

イ 主な内容 

「障害の有無にかかわらず相互に人格と個性を尊重し支え合う共生社会」の実現に向けて、10 の基本方針（①権利擁護・差別解消、②生活環境、

③情報・意思疎通支援、④防災・防犯、⑤行政サービス、⑥保健・医療、⑦生活支援、⑧教育、⑨雇用・就業、⑩文化芸術・スポーツ）を定め、分

野ごとの施策の効果的な展開を図ることとします。 

 

  ウ 策定の進め方 

計画の策定にあたっては、障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を調査審議する「長崎市障害者施策推進協議会」に

おいて審議を行っている。 

 

２ 計画の法的位置づけ 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【障害者基本法第 11 条第 1項】 

政府は、障害者の自立及び社会参加

の支援等のための施策に関する基本

的な計画を策定しなければならない。 

【障害者基本法第 11 条第 2項】 

都道府県は、障害者基本計画を基本

とするとともに、当該都道府県におけ

る障害者の状況等を踏まえ、基本計画

を策定しなければならない。 

【障害者基本法第 11 条第 3項】 

市町村は、障害者基本計画及び都道府県障

害者計画を基本とするとともに、当該市町村

における障害者の状況等を踏まえ、基本計画

を策定しなければならない。 

【国】 

障害者基本計画（第５次） 

【都道府県】 

長崎県第５期障害者基本計画 

【市町村】 

長崎市第５期障害者基本計画 基本 

とする 
基本 

とする 

障害者基本法 
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※ 赤枠及び赤下線の項目には、長崎市第５期障害者基本計画における新たな取組み等が含まれる。 

３ 長崎市第５期障害者基本計画の体系図（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 権利擁護の推進、虐待の防止 
(2) 障害を理由とする差別の解消の推進 
 
(1) 住宅の確保及び住環境の改善 
(2) 移動しやすい環境の整備等 
(3) アクセシビリティに配慮した施設の普及促進 
(4) 障害者に配慮したまちづくりの総合的な推進 
 
(1) 情報通信における情報アクセシビリティの向上 
(2) 情報提供の充実等 
(3) 意思疎通支援の充実 
(4) 行政情報アクセシビリティの向上 
 
(1) 防災対策の推進 
(2) 防犯対策の推進 
(3) 消費者トラブルの防止及び被害からの救済 
 
(1) 選挙等における配慮等 
(2) 行政機関等における配慮及び障害者理解の促進等 
 
(1) 精神保健・医療の適切な提供等 
(2) 保健・医療の充実等 
(3) 難病に関する保健・医療施策の推進 
(4) 障害の原因となる疾病等の予防・治療及び発達支援 
 
(1) 意思決定支援の推進 
(2) 相談支援体制の構築 
(3) 地域移行支援、在宅サービス等の充実 
(4) 障害のある子どもに対する支援の充実 
(5) 障害福祉サービスの質の向上 
(6) 福祉用具の利用支援等 
(7) 障害福祉を支える人材の育成・確保 
 
(1) インクルーシブ教育システムの推進 
(2) 教育環境の整備 
(3) 生涯を通じた多様な学習活動の充実 
(4) 障害に対する地域理解と支え合いの促進 
 
(1) 総合的な就労支援 (2)経済的自立の支援 
(3) 障害者雇用の促進 
(4) 障害特性に応じた就労支援及び多様な就業機会の確保 
(5) 福祉的就労の底上げ 
 
(1) 文化芸術活動、余暇・レクリエーション活動の充実

に向けた社会環境の整備 
(2) スポーツに親しめる環境の整備、競技スポーツに係

る取組みの推進 

「
障
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障
害
者
が
安
心
し
て
自
分
ら
し
く
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
ま
す 

障害の特性やライフ

ステージに応じた支

援の充実を図ります 

基本 

施策 
個別施策 

障害者の就労や生活

の安定を支援します 

障害者が安心して暮

らせる環境づくりを

進めます 

基本方針 事業展開 

１ 差別の解消、権利擁護の

推進、及び虐待の防止 

 

２ 安全・安心な生活環境の

整備 

 

３ 情報アクセシビリティ

の向上及び意思疎通支

援の充実 

 

４ 防災・防犯等の推進 

 

 

５ 行政等における配慮の

充実 

 

６ 保健・医療の推進 

 

 

 

７ 自立した生活の支援・意

思決定支援の推進 

 

 

 

８ 教育の振興及び地域理

解 

 

 

９ 雇用・就業、経済的自立

の支援 

 

 

10 文化芸術活動・スポーツ

等の振興 
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４ 計画策定スケジュール（令和５年度） 
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長崎市第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画の策定について 

 

１ 概要 

ア 策定の概要 

障害福祉計画・障害児福祉計画は、障害者総合支援法第 88 条第１項及び児童福祉法第 33 条の 20 第１項に基づき、主務大臣（厚生労働大臣・

内閣総理大臣）が定める基本方針に即して定めることとされており、障害児・者の障害福祉サービス等の量の見込み及び確保策等を定めた「長崎

市障害福祉計画・障害児福祉計画」の次期計画（計画期間：令和６年度～令和８年度）を策定する。 

  

  イ 主な内容 

障害児・者が地域で安心して生活できる社会の実現を目標とし、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標（成果

目標）を定めるとともに、地域において必要な「障害福祉サービス」、「相談支援」、「地域生活支援事業」及び「障害児通所支援」等の各種サービ

スが計画的に提供されるよう、令和８年度末における障害福祉サービス等に関する数値目標の設定及び各年度のサービス需要を見込む。 

   

  ウ 策定の進め方 

計画の策定にあたっては、障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を調査審議する「長崎市障害者施策推進協議会」に

おいて審議を行っている。 

 

２ 計画の法的位置づけ 

  
障害者総合支援法・児童福祉法 

 

障害福祉サービス等及び障害児通所

支援等の円滑な実施を確保するため

の基本的な指針 

長崎市第７期障害福祉計画・第３期障害

児福祉計画 

【国】 

 
【市町村】 

即する 

【障害者総合支援法第 87 条第 1項】 
【児童福祉法 33 条の 19 第 1 項】  
主務大臣は基本指針を定めるものと
する。 

【障害者総合支援法第 88 条第 1項】 
【児童福祉法 33 条の 20 第 1 項】 
市町村は国の基本指針に即して 
福祉計画を定めるものとする。 

-8-



３ 長崎市第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画の概要 
 
 
 
 
 
●「基本指針」とは、都道府県及び市町村の障害福祉施策に関する基本的事項や成果目標等を定めるもの（令和５年５月告示） 

● 都道府県・市町村は、基本指針に即して原則３か年の「障害福祉計画」及び「障害児福祉計画」を策定する。 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

  ①地域生活への移行者数 

  ②施設入所者の減少数 

 

基本指針（こども家庭庁・厚生労働省告示） 

成果目標（計画期間が完了する令和 8年度末の目標） 

基本指針に即して長崎市における成果目標等を設定

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

（３）地域生活支援の充実 

  ①地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

  ②強度行動障害者への支援体制の充実 【新規】 

（４）福祉施設から一般就労への移行等 

  ①就労移行支援事業、就労継続支援 A型事業及び B型 

  事業の一般就労への移行者数 

  ②就労移行支援事業利用修了者に占める一般就労へ移行し

た者の割合【新規】 

  ③就労定着支援事業の利用者数、就労定着率 

 

 

 

  ②強度行動障害者への支援体制の充実 【新規】 

（６）障害児支援の提供体制の整備等 

  ①障害児に対する重層的な地域支援体制の構築 

   ア 児童発達支援センターの設置 

   イ 児童発達支援事業所（重心事業所等除く）の設置 

   ウ 保育所等訪問支援を実施できる事業所数 

  ②重症心身障害児・医療的ケア児への支援について 

   ア 主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所数 

   イ 主に重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス事業所数 

  ③医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場 

  ④医療的ケア児支援調整コーディネーターの設置 

  

 

 

 

 

 

 

（７）相談支援体制の充実・強化等 

  ①基幹相談支援センターの設置等 

  ②自立支援協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開

発・改善等【新規】 

  

  

 

 

 

 

 

 

（８）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

 ①サービス等の質を向上させるための体制構築 

活動指標等 

各年度における「障害福祉サービス等」又は「相談支援」 

の種類ごとの必要な量の見込み 

「地域生活支援事業」の種類ごとの

実施に関する事項 

 

 

長崎市独自事業の実施に関する事項 

 

 

 

（５）福祉的就労の充実  

①就労継続支援 A型及び B型の平均工賃等 
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４ 計画策定スケジュール（令和５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令
和
５
年
６
月 

第
１
回
障
害
者
施
策
推
進
協
議
会 

令
和
５
年
８
月
～
９
月 

障
害
福
祉
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
の
実
施 

令
和
５
年
11
月 

第
２
回
障
害
者
施
策
推
進
協
議
会 

令
和
５
年
12
月 

教
育
厚
生
委
員
会
に
て
報
告 

令
和
５
年
12
月 

第
３
回
障
害
者
施
策
推
進
協
議
会 

令
和
６
年
１
月 

第
４
回
障
害
者
施
策
推
進
協
議
会 

令
和
６
年
１
月
～
２
月 

パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
の
実
施 

令
和
６
年
３
月 

計
画
策
定 

-10-


